
 

（別表）「要介護認定者への派遣時間に占める身体介護・身体生活の割合（％）」
　　

（２）介護の専門技術を必要とする「身体介護」と「身体生活（身体介護と生活援助の組み
　　合わせ）」の提供体制を強化し、要介護認定者への派遣時間に占める割合は73％以上を
　　目標とする。（＊別表）

（１）多様化・複雑化する利用者ニーズに対応できるよう、各種研修への計画的な参加を推
　　進するとともに、事業所内の伝達研修や事例検討等を通じて知識・経験を共有し、継続
　　的な研鑽の機会を確保することで、専門性および実践力の向上を図る。

（２）質の高いサービス提供を実践するため、運営指導やサービス公表結果で明らかとなっ
　　た課題を踏まえ、運営基準の理解と実践を徹底するとともに、個々の支援目標を踏まえ
　　たサービス計画書の立案・実践、記録の適正化や業務手順の標準化およびICT活用を含
　　めた業務改善・効率化に取り組む。

（１）訪問時には血圧計やパルスオキシメーター（心拍数や血中酸素飽和度の計測器）等を
　　活用し、体調変化や重度化の兆候を的確に把握するとともに、医療機関や家族、多職種
　　との迅速な情報共有を図り、看取り期を含む在宅療養の継続を支える。

（２）感染症および大規模災害に備え、業務継続計画（BCP）に基づく研修・訓練および定
　　期的な見直しを通じて計画の実効性を高め、非常時においても必要なサービスを継続し
　　て提供できる体制を整備する。

（３）介護保険制度および総合事業による支援を基本としながら、制度上の制約により対応
　　が困難な長時間の通院支援や突発的受診対応、薬取り支援など健康・生命に直結する
　　ニーズには保険外サービスとして対応し、切れ目のない支援体制を維持する。

（４）関係機関との連携のもと、適切な加算算定と専門性の向上を図り、障がい福祉サービ
　　スを継続的に提供できる体制を整えることで、複合的な課題を抱える利用者が地域で安
　　心して生活を継続できるよう支える。

３　業務環境の改善と職員の専門性・資質向上を図る

令和８年度　事業計画 事業所名 秋田けやき会訪問介護ステーション
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１　要支援・要介護状態になっても、また障がいを抱えていてもその方らしく自立した
　地域生活を安心して継続できるよう生活者の視点に立ち、必要に応じた援助を行う。
２　一人ひとりの心身状態や生活状況を踏まえ、利用者の意思と人格を尊重し、ケアプラ
　ンに基づく介護計画により常に利用者の立場に立ったサービス提供に努める。
３　行政、医療機関、地域包括支援センター、居宅介護支援事業所等とのチームケアを追
　求し専門性を活かした役割分担と効果的で質の高いケアを提供する。
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１　総合的な生活支援ニーズに対応する

（１）地域ニーズに即したサービスを提供するとともに、地域包括支援センターや居宅介護
    支援事業所との連携を強化し、新規利用者の確保および既存利用者の継続利用に努め
　　る。

２　在宅生活の継続を支援する

令和5年度（実績） 令和6年度（実績） 令和7年度（見込） 令和8年度（目標）

67.9 72.3 72.6 73.0


